A Study of special activities contributing to disaster prevention by 小林 誠
181防災に寄与する特別活動に関する一考察（小林）
はじめに
我々が住む日本は海に囲まれた島国であり，位置，地形，地質，気象などの自然的条件から，昔よ
り大きな災害に見舞われてきた。記憶として新しいのが 2011年 3月に発生した東北地方を中心とし
た巨大地震，それに伴う津波であろう。また，他の災害といえば，台風，豪雨による洪水，活火山の
噴火や雪崩など多岐にわたる。
このような災害の危険と隣り合わせている日本人であるが，国民の災害に対する危機意識は，極め
て低いものがある。2009年に内閣府が報告した防災白書によると，近年災害のリスクが高まってい
ると回答した人が 62％である一方，実際に対策を講じているとした人を調査してみると，「携帯ラジ
オ，懐中電灯，医薬品などを準備している」は 50％，「家族間での連絡方法を決めている」は 19％に
とどまり，「近くの学校や公園など避難する場所，経路を決めている」も 24％となっている。さらに
「ハザードマップなどにより，危険な場所を確認している」は 9％に過ぎなかった（１）。この調査によ
ると，災害に対する意識はあるものの，必ずしもしっかりとした行動に結びついていない実態が明ら
かになったといえよう。
また，地域の防災活動に対する関心について，全体で見ると「非常に関心がある」「どちらかとい
えば関心がある」の合計は 42％，「どちらかといえば関心がない」「まったく関心がない」の合計は
50％とほぼ同数の値となっている。しかし，年齢層により回答傾向が分かれており，20代では「非
常に関心がある」「どちらかといえば関心がある」の合計は 29％にすぎないのに対し，年齢層が上が
るにつれ関心は高まり，60代では 52％，70代以上では 59％が「非常に関心がある」若しくは「どち
らかといえば関心がある」と回答している（２）。これらの報告を鑑みると，若い世代ほど地域コミュ
ニティへの希薄化や防災に対する危機意識の低下が生じているといえよう。
本稿は，上記の現状をふまえて，学校教育課程の中で，防災に対する意識を高めるものとして，教
科外活動に位置付けられている特別活動に焦点を当て，今後起こりうる災害に対して，特別活動に
よって培われる力を考察し，特別活動の意義の検討を目的とする。
また，特別活動の領域の中（３）で，学校行事に焦点を当てる。その理由としては，学校行事の項目
の中には，避難訓練や防災訓練，奉仕的活動といった防災に密接に関連する事項が多いことが挙げら
れること，そして，学習指導要領の学校行事においては，小学校，中学校，高等学校の内容が共通し
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ており，全体的に一貫した提言を行えることが挙げられる。
なお，先行研究においては，学校行事（４）を取り上げるものは数多く存在するが，その中の健康安
全行事，特に防災の視点から特別活動の意義を考察するものはほとんどない。本論文では，まず学習
指導要領の歴史的変遷を辿り，主に学校行事の中の健康安全行事に焦点を当てて，防災に関連するも
のを検討していく。そして，その検討をふまえた上で，特別活動がいかに災害に対して寄与するのか
を，特別活動の目標と照らし合わせながら，全領域に展開させ，その意義を考察していくことにする。
１．学習指導要領における防災に関する記述の検討
本章では，防災に関する記述を学習指導要領及び学習指導要領解説から指摘し，歴史的変遷をみて
いく。まず，1947年，学習指導要領一般編（試案編）で教科として「自由研究」が位置づけられた。
これは，①教科の発展としての自由な学習，②クラブ組織による活動，③当番の仕事や学級委員とし
ての活動（５）の三点が内容として挙げられ，今日の特別活動の原点とも言われている。しかし，この
時期での防災に対して言及する記述はなかった。続いて，1951年の学習指導要領改訂において，特
別活動は，小学校では「教科以外の教育活動」，中学・高校では「特別教育活動」の名称の下で，教
育課程の中に位置づけられた。特に，注目すべき点は，学習指導要領に以下のように記述されている
ことである。①「特別活動は，教科を中心として組織された学習活動ではないいっさいの正規の学校
活動である。」②「教科に重点を置き過ぎるあまり特別教育活動が軽視されることのないように注意
しなければならない。」と述べられている。国が，教育課程の一領域として特別活動の重要性を認め
た点で，非常に大きな出来事であったといえよう。しかしながら，この時期においても防災に関する
記述は見られなかった。ただし，健康安全の分野における健康な生活についての経験の項目では，以
下の通り記述されている。「よく調和のとれた心身の成長発達をはかるために，すべての児童生徒に
健康と安全についてのさまざまな知識や技能を習得させる必要がある。」（６）これは，広い視点で見る
と，災害時に安全を確保するための知識や技能を身につけるという解釈もできるであろうが，具体的
に記されているとはいえないであろう。その後，1958年に，教育課程に関する学校教育法施行規則
が改正され，小・中学校の教育課程は，①教科，②道徳，③特別教育活動，④学校行事の四領域に編
成され，高校の教育課程は，①教科，②特別教育活動，③学校行事の三領域に区分された。また，学
習指導要領では，今まで特別教育活動に関するものは試案という形で出されていたが，一転して告示
という形式で公布され，法的拘束力を持つようになった。この期の改訂において，学校行事の中に，
現行の防災訓練・避難訓練が属する健康安全行事の前身である保育的行事が含まれるようになった。
だが，この時期においても，防災に関連した記述はなされていない。ところが，その 2年後の 1960
年に，当時の内閣が関東大震災のあった 9月 1日を防災の日と定め，それ以降，国を挙げての防災訓
練が行われるようになった。この出来事を境にして，学習指導要領の内容にも変化が見られるように
なった。次に続く 1968年及び 1970年の学習指導要領の改訂では，学校行事と特別活動の二領域が統
合され，小・中学校では「特別活動」，高校では「各教科以外の教育活動」と名称づけられた。この
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期の改訂において初めて，学校行事の安全指導的行事の中に避難訓練という言葉が記載されるように
なった（７）。また，同年，文部省発行の中学校指導書特別活動編では，保健・安全的行事におけるね
らいとして，「非常事態に際し，沈着，迅速，適正に判断して処置する能力をつちかう。」（８）と記され
ている。また，指導上の留意点として，①「学校保健法，消防法などの法令等を参照し，実施するこ
とがたいせつであり，また社会的な行事（春・秋の交通安全週間，防災の日，国民安全の日，火災予
防週間など）との関連のもとに実施することも効果的であろう。」②「校内組織による避難訓練のほ
か，消防機関等の協力を求め，放水や救助の演習，近代科学を生かした消防の見学などを取り入れる
ことも，生徒に火災予防に関する意識を高める上に効果的である。」（９）と明記されている。前回の学
習指導要領と比較しても，国が防災に関する意識の高まりを示していることは明白であり，具体的な
方法などを指示している点を考えてみても，この期の改訂は，学校における防災教育の分野において
は，大きな転換期になったといえよう。続く 1978年の改訂で，高校においても「特別活動」と名称
が変更になり，全課程において現在の名称に統一された。小学校では，避難訓練が属する安全指導的
行事のカテゴリーを保健・安全的行事へ名称を改めた。小学校指導書特別活動編には，実施上の留意
点として，「避難訓練については，表面的，形式的な指導に終わることなく，火災や地震などの発生
を具体的に想定して適切に行うことが必要である。」（10）や，高等学校学習指導要領の解説には，「訓練
という意識からお遊びになり易いので，防災に対する心構えの育成が大切だろう。」（11）といった避難
訓練を実践した上での反省点もふまえて，防災への啓発をしている。また，中学校の学習指導要領の
解説においては，上記のような反省点に対して，事前準備や事後指導の重要性について，以下の通り
述べている。「毎回，ねらいや内容が同じでは，効果的な避難訓練はできない。避難訓練は，回数を
追って指導を充実させていくようにしなければ，その成果は上げられないのである。」（12）このことは，
教師においても同様である。避難訓練は，生徒だけでなく教師も訓練者なのである。災害発生時に，
どのように対処し，生徒の身の安全を確保し誘導できるかを考え，毎回，生徒とともにテーマを決め，
防災意識の向上を図らない限り，毎年同じことを実施するという避難訓練のマンネリ化や生徒の真剣
さの欠如は防げないであろう。この期の改訂では，避難訓練の実施することで生じた問題の打開を図
るための方策が中心に挙げられていた。その後の 1989年の学習指導要領改訂では，現行の体育的行
事と保健・安全的行事とを統合して，新たに健康安全・体育的行事が設置された。中学の学習指導要
領では，健康安全・体育的行事の目標として，「心身の健全な発達や健康の保持増進などについての
理解を深め，安全な行動や規律ある集団行動の体得，運動に親しむ態度の育成，責任感や連帯感の涵
養，体力の向上などに資するような活動を行うこと。」（13）としている。この改訂は，学校行事精選の
観点から，関連性の深い従前の 2つの行事を統合したものと思われる。しかしながら，これによって，
今までの健康安全に特化して提言されていた内容に，体育的な要素が加わったことで，体育祭や運動
会のような学校行事の中心として認識されている行事の記述が書面の大半を占め，避難訓練等の防災
に関する記述が，前回よりも付け加えられることはなかった。だが，この改訂後，1995年に阪神淡
路大震災が発生した。それ以降，日本では，防災に対する危機管理の重要性が高まるようになった。
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それに伴い，1998年の中学校の学習指導要領の解説では，「健康安全・体育的行事としては，健康診
断，疾病予防，交通安全を含む安全指導，薬物乱用防止指導，非常災害の際に備えての避難訓練や防
災訓練，健康・安全に関する意識や実践意欲を高める行事，体育祭（運動会），各種の球技大会や競
技会などが考えられる。」（14）と明記されている。前回の学習指導要領解説で，健康安全・体育的行事
の内容として，「体育祭，運動会，駅伝大会，持久走大会，球技大会，各種野外活動，健康診断，交
通安全指導，避難訓練など」と挙げていることを比較すれば，この期の改訂で，防災に関する項目が
増えていることから，その重要性を示したといえるであろう。また，阪神淡路大震災の被災地の生活
を教訓にして，家庭と地域の結び付きや他機関との連携を強化すること，そして，人との相互理解や
連携促進を図っておくことの大切さを提言していることも指摘に値する記述であろう。そして，2008
年の中学校学習指導要領解説では，「安全に関しては，学校内外を含めた自分の生活行動を見直し，
自ら安全に配慮するとともに，危険を予測できる力や的確に行動できる力を高めていくよう日ごろか
らの注意の喚起や指導が必要である。また，日ごろの備えを含め自然災害等に対しての心構えや適切
な行動がとれる力を育てることが大切である。さらに，自己の安全を確保するのみならず，身の回り
の人の安全を確保する態度をはぐくむことが重要である。」（15）といった文言が記され，防災に対して
の意識向上を呼びかけている。また，2009年の高等学校学習指導要領解説では，ボランティア活動
の一環として，地域のコミュニティづくりのために社会福祉活動や環境保全・保護活動の他に災害援
助活動を具体例に挙げ，ボランティアに携わっている人や体験談をもとに話し合うことなどを提言し
ている。これは，被災地だけでなく被災地以外でも，どのように被災者に対して援助すればいいのか
を学ぶ機会にもなるであろう。最新の学習指導要領では，自己の防災危機管理意識の向上に加えて，
他人との助け合いの色を濃くした提言が行われていることが特色として挙げられる。我々日本人は，
2011年の東北関東大震災で，津波の恐怖や原発の危機など多くの問題に直面した。そして，その問
題を通して，より高い防波堤の建設など，事前対策の重要性を再認識することになった。この災害を
通して得たものを次世代に生かすために，次回の学習指導要領改訂において，防災に関する新たな提
言を期待することにしたい。
２．防災に関する特別活動における考察
そもそも学習指導要領の特別活動（中学）の目標は以下のように記されている。「望ましい集団活
動を通して，心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団や社会の一員としてよりよい生活や
人間関係を築こうとする自主的，実践的な態度を育てるとともに，人間としての生き方についての自
覚を深め，自己を生かす能力を養う。」まず，それぞれの文言を 5つに分けて，文部科学省が特別活
動に求めるものを明確にし，その中で防災に関わる活動との連関を探っていくことにする。最初は，
①「望ましい集団活動を通して」であるが，望ましい集団の条件（16）とは，目標についての共通の理
解をもっていること。集団のメンバー間に心理的な結び付きがあること。集団内で役割の分化があり，
それについての共通理解をもっていること。各メンバー間に所属感があること。各メンバーの個人的
185防災に寄与する特別活動に関する一考察（小林）
要求が充足されていること。集団の中で，自由な相互交渉が助長されていることが挙げられる。この
集団性を持つグループによって活動を行うことが，特別活動の有効性をもたらす前提となっている。
続いて，②「心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り」である。将来にわたって変化の激しい社
会を生き抜くためには，精神的にも身体的にも安定していることが不可欠であり，今後直面する問題
に対して，いかに解決していくのかを学ぶ機会を与えるのが特別活動である。そして，前述した望ま
しい集団活動の中で，各々の個性を培うことが重要である。その個性が，将来，社会に貢献する助け
になっていくであろう。次に，③「集団や社会の一員としてよりよい生活や人間関係を築こうとする」
である。集団や社会の中で生活していくためには，他者と良好な人間関係を構築していくことが大切
であり，自分の果たすべき役割や責任を自覚していくことが重要である。これを実現するには，自分
の周囲の環境や社会との関係を密にし，自分の置かれている立場を認識し，思いやりや他者理解とい
うキーワードを念頭に置きながら，行動しなければならない。次に，④「自主的，実践的な態度を育
てるとともに」である。特別活動は，学級活動・生徒会・部活動・学校行事など活動の全てが，生徒
主体の活動である。それゆえに，特別活動は，先生に指示されて活動するものではなく，生徒が自ら
の意思と選択によって行われなければならない。そして，計画をするだけでなく，実際に行動を起こ
すまでが，特別活動で育成されるべき能力である。最後に，⑤「人間としての生き方についての自覚
を深め，自己を生かす能力を養う」である。人間としての生き方といっても多種多様である。特に，
進路などを決める際には，数ある選択肢から自分の方向性を決めていく。多くの生徒たちは，経験や
知識が不足しているため，この能力を育成させるためには，先生をはじめとする大人たちの協力が必
要である。大人たちは，生徒たちの選択肢を広げるような体験学習や情報供給の機会を多く与え，生
徒たちは，その中から自分自身が決断し，将来への道を切り開く能力を身につけていくのである。
以上，特別活動の目標を通して育むべき能力を検討してきた。災害の際，我々がするべきことは，
自分の身を守る防災と他人を助ける支援である。続く章では，両方の視点から，実際に防災に寄与す
る活動を考察していくことにする。
３．防災訓練・避難訓練
特別活動の領域において，自らの身を守る点で挙げられる活動は，学校行事の健康安全的行事に属
する防災訓練，避難訓練であろう。文部科学省・文化庁が出している国民保護計画によると，学校で
の防災訓練，避難訓練について，以下の通り記されている。「学校等において，地域の国民保護措置
に関する計画に基づき，家庭や地域，関係機関との連携を図りつつ，児童生徒等，学校等及び地域の
実情に即して，多様な場面を想定した避難訓練，情報伝達訓練等の国民保護措置に関する必要な訓練
の実施が図られるよう，学校等の設置者等に対し，指導及び助言を行う。」（17）現場では，実際に年 1
回程度，多様な場面を想定した避難訓練を行っている。主に，地震や火事を想定した災害に対して，
避難経路を確認し，校庭などの避難場所へ避難することを実施している。上記検討した特別活動の目
標の⑤に該当するが，具体的な場面を想定した体験型学習を行うことで，非常時に対応できる行動に
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対して役立っているといえるであろう。2011年 3月に東日本で発生した巨大地震の際に，東北地方
を中心とした被災地では，実際に津波による家屋の倒壊等で，避難生活を送らなければならなくなっ
た子どもたちが数多くいた。また，午後に発生したため，多くの生徒たちが学校におり，首都圏を中
心に交通網のマヒによって帰宅困難となり，そのまま学校で一泊した生徒も多くいたという。しかし
ながら，この非常事態下においても，各学校・生徒たちが冷静と行動し，目立った混乱がなかったと
いうことは，やはり平時における避難訓練の賜物であるといえよう。このような経験を経て，生徒た
ちは避難訓練や防災の重要性を再認識するのである。だが，学校で教えるべきことは，それだけでは
ないのではなかろうか。年一回程度実施される避難訓練や防災訓練は，主に学校にいる時を想定して
行われている。確かに，学校や家にいる時には，周りの大人たちの指示によって適宜行動できるが，
災害はいつどこで起こるか分からない。子どもたちが自分の力だけで対処しなければならない時もあ
るだろう。実際，大人でさえも，とっさの災害時に，建物の中にいた方がいいのか，外に避難すれば
いいのか判断を迷うだろう。日本は，地形や周囲の環境からみても災害大国といっても過言ではない。
それにもかかわらず，近年，若い世代の防災に対する危機意識の低下が生じているとの調査があるの
は前述の通りである（18）。それでは，学校における特別活動の中で，具体的に何を教えればいいので
あろうか。それは，二つに分けられる。そもそも教育とは，instruction（知識の伝達）と education（内
面を引き出す啓発）の二面性を有する。前者は，地震のメカニズムなどの科学的事象や災害への対処
法など，先人から譲り受けた知識を生徒たちに伝えることである。もちろん学校内の防災だけでなく，
あらゆる場所や状況での被災を考えて，多様な対処法を生徒に提供することが学校の責務である。そ
れは，想定外の出来事も予想されるので，できるだけ多くの対処法を教授しておくことが大切である。
前もって災害対処法の選択肢を多く与えることで，災害時に，生徒自身がその選択肢の中から，その
事態に適した対処法を選択できるのである。そのためには，特別活動の目標の④に記述したように，
自らの意思と選択によって行動できる能力を培っておくことが不可欠である。
後者の教育は，災害に対する危機管理意識を養うことである。それは，いつどこで災害に遭遇して
も対応できるように，常に生徒一人ひとりが危機管理意識を持つことである。先進国の中で，日本の
危機管理は，欧米と比較して数十年遅れているといわれている。「日本の危機管理は，応急対策（後
片づけ）から始まるのに対して，欧米の危機管理は，常に事前対策（予防・回避）に重点を置いた
ものである」という（19）。また，災害社会学を専門としている田中重好氏は，日本人に特有の災害観
をこう記している。「来たら来たで，天災と思ってあきらめる」「災害がすぎたら，失われたものにく
よくよしないでさっぱりした気持ちで再建にとりかかる」といった一種の諦めに裏打ちされた積極的
な態度が日本人をよく表しているという（20）。さらに，最近の日本人の風潮として，「防災は防災関係
の専門的機関が対策をたてておいてくれる」と信じ，また専門的なことは理解できないので，何事も
「行政機関の責任だ」と行政任せにしてしまっているという（21）。それによって，住民自身の防災意識
の低下や災害に対する武装解除を招いてしまっているのである。それに加えて，将来起こりうる首都
直下型地震や東海地震を予期してはいるが，現代都市におけるコミュニティの解体によって，バラバ
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ラになっている個人の無力感が先に立って，災害準備や災害時対応などの対応行動へと高まらない現
象も起きている（22）。これは，序論で記した通り，災害に対する意識はあるものの，必ずしもしっか
りとした行動がなされていない実態が明らかになった調査でもみてとれる。また，田中氏は，もっと
も悪いこととして，人間の性質についても言及している。人は「大災害が発生する危険性が高い」と
いう認知と「大災害に対して十分対処できない」という認知を持つと，二つの認知が整合せずに，不
協和であるので，心理的な不安を感じるために，それを低減しようとして「大災害はすぐには来ない
だろう」，「危険はないことにしよう」と思うようになるという（23）。このような日本人特有の性質が，
危機管理意識低下の要因になっているといえよう。もちろん，災害に対する危機意識を必要以上に
煽ってはいけない。しかしながら，子どものうちから災害に対する危機管理を意識づけることで，災
害時に自分が何をするべきなのか，どう行動すればいいのかを，あらかじめ想定することもできる。
この種の教育を行う役割なのが，特別活動の領域の防災訓練なのである。
過去の災害からより多くのことを学ぶことができる。単なる言葉の伝承だけでなく，生徒たちがよ
り現実感を抱くように，実際の災害の映像等を用いることや，災害時には，行政任せにするのではな
く，自分たちがやらなければならないと認識すること。そして，事前対策の重要性を説き，地域コミュ
ニティとの関係を築き上げておくなど準備をしておくことが大切である。多くの学校は，地震や火事
を想定した避難訓練のみに偏重しており，もっと防災意識の概念を取り入れていくべきであろう。年
一度程度の形骸化した避難訓練は，教師主導の管理的な指導であるがゆえに，生徒たちは興味を抱く
こともなく，ただやらされているというマンネリ化を招いているように見える。学校は，学校内で形
式的な避難訓練だけをすればいいのではない。災害時における対処法をより多く提供し，生徒たちの
災害に対する危機意識を常に高めておく必要がある。それゆえに，現行の年一回程度の避難訓練及び
防災訓練では補えないものがある。年に数回の災害対策の講座は必要ではないだろうか。「災難は忘
れたころにやってくる」や「備えあれば憂いなし」といった言葉は，我々が防災について考える際に，
重要なキーワードであろう。
４．奉仕活動
特別活動の領域において，他人を支援する点で挙げられる活動は，学校行事に属する奉仕的行事で
あろう。2002年，中央教育審議会答申では，体験活動・奉仕活動がいかに重要であるかについて以
下のように具体的に述べている。「社会奉仕体験活動，自然体験活動，職業体験活動など様々な体験
活動を通じて，他人に共感すること，自分が大切な存在であること，社会の一員であることを実感し，
思いやりの心や規範意識をはぐくむことができる。また，広く物事への関心を高め，問題を発見した
り，困難に挑戦したり，人との信頼関係を築いて共に物事を進めていく喜びや充実感を体得し，指導
力やコミュニケーション能力をはぐくむとともに，学ぶ意欲や思考力，判断力などを総合的に高め，
生きて働く学力を向上させることができる。さらに，幼少期より積み重ねた様々な体験が心に残り，
自立的な活動を行う原動力となることも期待され，このような体験を通じて市民性，社会性を獲得し，
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新しい「公共」を支える基盤をつくることにつながるものである。」（24）上記の文言から読み取れるこ
とは，奉仕活動を通して，前述した特別活動の目標の③のような社会の一員としての自覚を養うこ
と，そして地域住民との人間関係を形成しておくことである。その重要性を語るものは，「稲むらの
火」の逸話であろう。1854年，南海地震が発生した時，津波の襲来を察知して大切な稲むら（刈り取っ
た稲の束）を燃やして村民に知らせ，多くの命を救ったという濱口儀兵衛の行動を称えた話である。
また，1995年の阪神淡路大震災では，震災が発生した直後に，瓦礫の下に閉じ込められた市民の約 8
割は，家族や近所の人々の力で救出されたといわれている（25）。このように，被災地の場合，災害時
に支えとなるのが，「共助」の精神である。近年，若い世代ほど地域コミュニティへの希薄化が生じ
ている中，地域住民との親交を図る機会を与えるのが奉仕活動であろう。現在では，福祉施設のボラ
ンティアや地域のゴミ掃除など実施する学校が多いが，そういう活動を通して，日ごろから地域住民
との触れ合いや助け合いによって形成された力が，災害時に自分の助けになってくるであろう。
また，他人に対する支援を考える際，被災地以外からの援助も考える必要がある。その視点からす
ると，学校の役割としては，実践的な奉仕活動以外にも，奉仕的活動の精神を教えることも重要であ
る。そもそも，学校行事として実施される奉仕的活動は，厳密にいうと，ボランティア活動ではない。
それは，特別活動の目標の④のような自主性を伴うものでなければならず，学校が制度的に実施する
ものは，学びという見返りを内在させるボランティア学習といわれる。ボランティア学習は，学習を
通して自発的に社会や他者に関わる方法や内容を知ることに重点が置かれる。上記の中教審の提言で
ある「幼少期より積み重ねた様々な体験が心に残り，自立的な活動を行う原動力となることも期待さ
れ，このような体験を通じて市民性，社会性を獲得し，新しい「公共」を支える基盤をつくることに
つながるものである。」といったように，学校の役割は，学齢期にボランティアの精神や方法論を教
え，将来にその経験を活かせるような教育を行うことである。ボランティア活動は，単に社会や他者
の役に立つというだけでなく，主体性，社会性を養うことや自己肯定感，社会的有用性を得る機会の
ように自己活性化機能としても効果がある。しかし，被災地においてのボランティア活動は，前者の
目的でなければ，かえって迷惑にもなりうる。実際，被災地の映像を見て，何かしたいと現地には向
かったが，逆に食糧や水，寝床，燃料などを使ってしまうということも起きているようだ。学校での
奉仕活動では，学級活動と連携し，防災教育の一環として，被災地以外から援助を希望する場合はど
ういう支援法があるのか，実際被災地にボランティア活動をする際にはどういった注意があるのかな
ど，生徒たちが将来役に立つであろう情報を多く提供し，その上で実践的活動をすることも大切では
ないだろうか。奉仕というものは，人に尽くすものである。災害時に人にどう尽くせばいいのかを考
える機会を，特別活動の中で提供するべきであろう。
おわりに　
本論文では，防災に寄与する特別活動をテーマに，避難訓練・防災訓練が属する学校行事を取り上
げ，防災の視点から特別活動の意義を考察した。第 1章では，学習指導要領や学習指導要領解説から
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防災に関する事柄を指摘し，当時の時代背景をふまえながら，国が求める防災への取り組みの変遷を
辿った。各々の学習指導要領改訂を検討していくと，大震災後に実施される改訂において，防災に関
する記述が増えていることが分かった。第 2章では，学習指導要領における特別活動の目標を 5つに
分け，特別活動で培うことを期待される姿勢，能力を検討した。そして，その考察をもとに，第 3章
で，自助の観点から，防災訓練・避難訓練を取り上げ，防災に関する知識伝達と災害前の危機管理意
識の養成をキーワードに，日本人特有の意識をふまえながら，防災訓練・避難訓練の再検討を行った。
第 4章では，共助の観点から，奉仕活動を取り上げた。地域コミュニティへの連携やボランティア学
習の重要性を説き，将来直面する可能性のある災害に対して，学校教育における特別活動の役割を考
察した。
2011年 3月に発生した東北関東大震災では，多くの国民が，忘れかけていた災害の恐怖に直面した。
我々の防災意識は，学習指導要領同様に，災害直後には高まる傾向にあるが，しばらく経つとその恐
怖は風化してしまう。災害時に学んだ教訓を活かすためには，学校における現行の避難訓練だけでな
く防災教育を充実させることが大切である。近年の若い世代の防災に対する意識の低下を考えると，
学校における防災教育の役割は非常に大きいものがあるといえよう。防災教育で育てていきたい子ど
もたちとして，以下の 6点が挙げられている（26）。「①困難な状況に出会ったとき，みずから判断し主
体的に行動できる子ども。② 自他の命や人権を尊重できる子ども。③ 相手の思いに寄り添い，共感
的に受け止めるやさしさをもつ子ども。④ 自然を正しく理解し，そのすばらしさに気づくとともに
畏敬の念をもつ子ども。⑤ 社会の一員として自覚をもち，社会に対して積極的に関わろうとする子
ども。⑥ 自らのかけがえのない命を自分で守ることのできる子ども。」である。ゆとり教育からの脱
却で，教科を教える時間が充実する一方で，特別活動の役割が軽視されてはならない。災害は命に関
わることだからこそ，防災への取り組みは今よりももっと重視されるべきではないだろうか。将来に
わたって，学校における防災教育の充実が図られることが期待される。
注⑴ 内閣府「防災白書」第 1部序章 3災害リスクの変化と国民意識（2009）より一部抜粋。
　⑵ 同上
　⑶ 新学習指導要領では，特別活動の中に，学級（ホームルーム）活動，児童（生徒）会活動，クラブ活動（小
学校のみ），学校行事という 4つのカテゴリーを設定している。
　⑷ 現行の学習指導要領における学校行事の内容は，儀式的行事，文化的行事，健康安全・体育的行事，旅行・
集団宿泊的行事，勤労生産・奉仕的行事の 5つに分けられている。
　⑸ 日本特別活動学会『キーワードで拓く新しい特別活動』東洋館出版社，2010，p107
　⑹ 文部省『学習指導要領一般編（試案）改訂版』明治図書出版，1951，pp81–82
　⑺ 文部省『小学校学習指導要領』明治図書出版，1968，p199
　⑻ 文部省『中学校指導書特別活動編』東京研文社，1968，p189
　⑼ 同上　pp189–190
　⑽ 文部省『小学校指導書特別活動編』東洋館出版社，1978，p102
　⑾ 文部省『高等学校新学習指導要領の解説』学事出版　1978，p159
　⑿ 文部省『中学校学習指導要領の展開特別活動編』明治図書出版 1978，p141
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　⒀ 文部省『中学校学習指導要領』（1989）より抜粋。
　⒁ 文部省『中学校新学習指導要領の解説』学事出版　1999，p78
　⒂ 文部科学省『中学校学習指導要領解説特別活動編』株式会社ぎょうせい　2008，p36
　⒃ 前掲　2010，p96
　⒄ 文部科学省・文化庁国民保護計画　第 4章文部科学省及び文化庁が実施する国民保護措置に関する事項 
第 1節平素からの備え　3 国民保護措置に関する訓練　（2）学校等における国民保護措置に関する訓練の推
進より抜粋。
　⒅ 内閣府「防災白書」第 1部序章 3災害リスクの変化と国民意識より　2009
　⒆ 高見尚武『改訂災害危機管理のすすめ』…事前対策とその実践…　近代消防社，2007，p4
　⒇ 田中重好『共同性の地域社会学 : 祭り・雪処理・交通・災害』ハーベスト社，2007，pp352–354
　21 同上　pp354–363
　22 同上　pp411–414
　23 同上　pp400–415
　24 中央教育審議会答申「青少年の奉仕活動，体験活動の推進方策等について」（2002）より抜粋。
　25 西村康男「防災福祉コミュニティ活動の展開」（岩崎信彦他編著『災害と共に生きる文化と教育～大震災か
らの伝言～』昭和堂，2008）p55
　26 同上　p80
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